
 

 

変化傾向の有意性の評価について 

 

気温や降水量等の観測値は、様々な時空間スケールの大気や海洋の運動のため、大きく変動して

いる。自然変動を背景に地球温暖化に伴う気候系の変化傾向をとらえるためには、観測データを適

切な統計量に変換し、時系列で並べた統計量にランダムな変動要因だけでは説明しにくい系統的な

変化傾向が含まれている可能性がどの程度か検定を行う。この「統計的検定」の結果、経年変化が

ランダムな変動要因だけでは説明できないと判断することが妥当な場合には、「統計的に有意な変

化傾向がある」等と表現される。 
本レポートでは、統計量に見られる経年変化傾向の有無の可能性について、統計的有意性を 99％、

95％、90％の信頼水準で検定した結果を判断基準としており、それぞれ本文中の記述とは下表のと

おり対応させている。 

 

 
なお、この統計的検定にあたっては次のような手法により検定している。 

 
（1）統計量の年々変動成分が正規分布に従うことが仮定できる場合 
気温偏差の場合、トレンド成分を除去した年々の統計量の出現頻度はおおむね正規分布に従うと

考えることができる。正規分布とみなしてよい統計量に対しては、西暦年と累年の統計量との相関

係数を用いて、t 検定を行う。 
 
（2）統計量の年々変動成分が正規分布に従うことが仮定できない場合 
猛暑日や熱帯夜等の階級日数、1 時間降水量 50mm 以上等の発生頻度の統計量は正規分布に従う

ことが仮定できない場合があるので、これらの統計量に対しては分布に依らない検定（ノンパラメ

トリック検定）を行う。 
 
統計的検定では、原理的に、「統計的に有意」と判定されてもその結果が誤りである可能性が常に

存在する。「信頼水準 90％（95％、99％）以上で統計的に有意」の場合には、観測値における経年

変化傾向がランダムな変動要因により出現しているにも関わらず誤って有意と判定してしまう確率

をそれぞれ最大で 10％（5％、1％）まで許していることを意味している。逆に、系統的な変化傾向

が存在していても、それを正しく検出できない場合もある。一般に、統計年数が短い、年々の変動

幅が大きい、発生頻度が稀、等の場合には、今後新しいデータが追加されることにより検定結果が

変化する可能性が大きい。本レポートの分析結果は、以上の性質に留意の上で活用されたい。 

  

信頼水準 本文中の対応する記述 

99%以上で有意 
「増加（減少）している（信頼水準 99％で統計的に有意）」 

「上昇（下降）している（信頼水準 99％で統計的に有意）」 

95%以上で有意 
「増加（減少）傾向が現れている（信頼水準 95％で統計的に有意）」 

「上昇（下降）傾向が現れている（信頼水準 95％で統計的に有意）」 

90%以上で有意 
「増加（減少）しているとみられる（信頼水準 90％で統計的に有意）」 

「上昇（下降）しているとみられる（信頼水準 90％で統計的に有意）」 

上記以外 「変化傾向は見られない」 
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用語一覧（五十音順） 

 

IPCC（気候変動に関する政府間パネル） 

気候変動に関する政府間パネル。世界気象機関（WMO）と国連環境計画（UNEP）により、1988
年に設立された。気候変動の（1）自然科学的根拠、（2）影響・適応策及び脆弱性、（3）緩和策につ

いて、各国の科学者や専門家による評価を行い、報告書としてとりまとめている。その報告書の内

容は、地球温暖化に関する条約交渉などにおいて、様々な議論に科学的根拠を与える重要な資料と

して利用されている。 

 

異常気象 

一般に、過去に経験した現象から大きく外れた現象のこと。大雨や強風等の激しい数時間の現象

から数か月も続く干ばつ、極端な冷夏・暖冬なども含む。また、気象災害も異常気象に含む場合が

ある。気象庁では、気温や降水量などの異常を判断する場合、原則として「ある場所（地域）・ある

時期（週、月、季節等）において 30 年に 1 回以下の頻度で発生する現象」を異常気象としている。 
 

エーロゾル 

大気中に浮遊している固体あるいは液体の微粒子。地表や海面から舞い上がるものや、工業活動

によって排出される煤煙、気体（前駆物質）から生成される二次生成粒子などがある。太陽光の吸

収・散乱や凝結核として雲の生成などに影響する。エーロゾルのうち、粒子の大きさ（粒径）が 

2.5µm 以下と非常に小さいものを微小粒子状物質（PM2.5）という。PM2.5 は、髪の毛の太さの

1/30 程度と非常に小さいため、吸引による健康への影響が懸念されている。 

 

温室効果に関する用語 

温室効果：地球の大気には二酸化炭素などの温室効果ガスと呼ばれる気体がわずかに含まれてい

る。これらの気体は赤外線を吸収し、再び放出する性質があるため、太陽からの光で暖められた地

球の表面から熱放射として放出された赤外線の多くが、大気に吸収され、再び射出された赤外線が

地球の表面に吸収される。これらの過程により、地表面及び地表面付近の大気を暖めることを温室

効果と呼ぶ。仮に温室効果が無い場合の地球の表面の平均温度は－19℃と見積もられているが、温

室効果のために世界の平均気温はおよそ 14℃と推定される。大気中の温室効果ガスが増えると温室

効果が強まり、地球の表面の気温が高くなる。代表的な温室効果ガスには、二酸化炭素、メタン、

一酸化二窒素などがある。なお、水蒸気は最も大きな温室効果を持つが、地球温暖化問題を議論す

る際には一般的に人為起源温室効果ガスとは区別して扱う。 

二酸化炭素：地球温暖化に及ぼす影響が最も大きな温室効果ガス。工業化時代の始まり（18 世紀

半ば）以降、人間活動に伴う化石燃料の消費、森林減少などの土地利用の変化、セメント生産など

による二酸化炭素の排出により大気中の濃度が増加しつつある。工業化以降に人間活動によって排

出された二酸化炭素量のおよそ半分が大気中に残留しており、残りは大気から取り除かれ、海洋や

陸上生物圏に蓄積されている（IPCC, 2013）。 
メタン：二酸化炭素についで地球温暖化に及ぼす影響が大きな温室効果ガスである。大気中に放

出されるメタンのおよそ 40%は自然起源（湿地やシロアリなど）であり、人間活動（畜産、稲作、

化石燃料採掘、埋め立て、バイオマス燃焼など）によるものはおよそ 60%である（WMO, 2020）。
メタンは、主に大気中の OH ラジカル（ラジカルとは非常に反応性が高く不安定な分子のこと）と

反応し、消失する。 
一酸化二窒素：1 分子あたりの温室効果が二酸化炭素の約 265 倍と大きく、対流圏では極めて安

定しているため大気中の寿命が 121 年と長い気体である。大気中に放出される一酸化二窒素の約
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60％は自然起源（海洋や土壌など）であり、人為起源（バイオマス燃焼、施肥及び各種工業過程な

ど）によるものは約 40％である（WMO, 2020）。これらは成層圏において主に太陽紫外線により分

解されて消滅する。 
ハロカーボン類：塩素、臭素等のハロゲン原子を含む炭素化合物の総称であり、その多くは強力

な温室効果ガスであり、人工的な生産により、その大気中濃度は 20 世紀後半以降急速に増加した。

その大気中濃度は二酸化炭素の 100 万分の 1 程度であるが、単位質量あたりの温室効果は二酸化炭

素の数千倍を超えるものもある。クロロフルオロカーボン類（CFC-11、CFC-12、CFC-113 など。

これを日本では一般に「フロン」と呼ぶ場合がある）、四塩化炭素、ハイドロクロロフルオロカーボ

ン類（HCFCs）、1,1,1-トリクロロエタン、塩化メチル、ハロン類、臭化メチルなどは、温室効果ガ

スであると同時にオゾン層破壊物質でもある。この他、ハイドロフルオロカーボン類（HFC-134a、
HFC-152a など。）などがある。 
モントリオール議定書：オゾン層を破壊するおそれのある物質を特定し、当該物質の生産や消費

の規制とそのスケジュールを規定するために 1987 年にカナダで採択され 1989 年に発効した国際

条約。我が国は 1988 年に締結した。採択後もオゾン層の破壊状況について各国で検討を行い、規

制措置の強化のための改正がなされた。正式名称は「オゾン層を破壊する物質に関するモントリオ

ール議定書」。 
ppm,ppb,ppt：対象物質がどの程度大気中に存在しているかを表す割合。ppm（parts per million）

は 10-6（乾燥空気中の分子 100 万個中に 1 個）、ppb（parts per billion）は 10-9（10 億個中に 1 個）、

ppt（parts per trillion）は 10-12（1 兆個中に 1 個）。  
 
海面水温の変動に関する用語 

エルニーニョ／ラニーニャ現象：エルニーニョ現象は、太平洋赤道域の日付変更線付近から南米

沿岸にかけて海面水温が平年より高くなり、その状態が一年程度続く現象である。逆に、同じ海域

で海面水温が平年より低い状態が続く現象はラニーニャ現象と呼ばれ、いずれも数年に一度発生す

る。エルニーニョ現象やラニーニャ現象は、日本を含め世界中の異常な天候の要因となり得ると考

えられている。 
気象庁では、エルニーニョ監視海域（北緯 5 度～南緯 5 度、西経 150 度～西経 90 度；図 A 中の

NINO.3 の領域）の月平均海面水温の基準値（その年の前年までの 30 年間の各月の平均値）との差

の 5 か月移動平均値が、6 か月以上続けて+0.5℃以上／−0.5℃以下となった場合をエルニーニョ／

ラニーニャ現象としている。 
図 B は典型的なエルニーニョ現象及びラニーニャ現象が発生している時の太平洋における海面

水温の平年偏差の分布を示している。日付変更線（経度 180 度）の東から南米沿岸にかけての赤道

沿いで、赤あるいは青の色が濃く、海面水温の平年偏差が大きくなっている。 

 

 

 

 

 

 図 A エルニーニョ監視海域（NINO.3）の位置 
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図 B エルニーニョ現象時（1997年 11月）の月平

均海面水温平年偏差（左）及び、ラニーニャ現象時

（1988年 12月）の月平均海面水温平年偏差（右） 

赤が平年より高く、青が平年より低く、色が濃いほ

ど平年偏差が大きいことを表す。左の図は、

1997/1998 エルニーニョ現象が最盛期にあった

1997 年 11 月における海面水温の平年偏差、右の

図は 1988/1989 ラニーニャ現象が最盛期であった

1988 年 12 月における海面水温の平年偏差。単位

は℃。 
  

南方振動：エルニーニョ／ラニーニャ現象は、太平洋の赤道付近で吹いている持続的な東風（貿

易風）と密接な関係がある。貿易風は、エルニーニョ現象時には弱く、ラニーニャ現象時には強い

傾向が見られる。貿易風の強さを決める要因は太平洋の東部と西部の間の海面気圧の差だが、この

気圧差は大小を交互に繰り返しており、これを南方振動という。エルニーニョ／ラニーニャ現象と

南方振動は、それぞれが独立に起きているのではなく、大気と海洋が相互に影響を及ぼしあって起

きている一つの現象の異なった側面であり、これらを総合的に捉えて「エルニーニョ・南方振動（El 
Niño - Southern Oscillation）」、略して「エンソ（ENSO）」という。 

太平洋十年規模変動（Pacific Decadal Oscillation：PDO）：北太平洋で大気と海洋が連動して十

年から数十年の時間規模で変動する現象。海面水温が北太平洋中央部で平年より低く（高く）なる

とき、北太平洋東部や太平洋赤道域の中部から東部で平年より高く（低く）なる変動。このとき、

海面気圧が北太平洋の高緯度で平年より低く（高く）なる傾向がある。このような大気循環の変化

に伴い、北米を中心に天候への影響が見られる。 
インド洋ダイポールモード現象：北半球の夏から秋（6～11 月）にインド洋熱帯域の海面水温が、

南東部（スマトラ島沖）で平年より低くなり、西部で平年より高くなる現象。このとき現れる海面

水温偏差の東西二極の構造によりダイポール（双極子）モードと呼ばれる。これとは逆に海面水温

がスマトラ島沖で平年より高くなり、西部で平年より低くなる場合を負のインド洋ダイポールモー

ド現象と呼び、先に説明した現象を正の現象として区別している。海面水温が平年より高く（低く）

なる海域で大気の対流活動が平年より活発（不活発）になることによる大気循環場の変化に伴い、

インドネシアや東アフリカのほか、日本付近やオーストラリアの天候への影響が見られる。 

 

海水の性質に関する用語 

北太平洋亜熱帯モード水（NPSTMW; North Pacific Subtropical Mode Water）：黒潮続流南側の亜

熱帯循環北西部海域において形成される冬季の深い混合層の水が海洋内部に沈みこむことで形成さ

れた等温層として定義される。137 度定線においては、20°～30°N の 100～400m 深にみられる 16
～18℃の等温層がこれにあたる。 
北太平洋中層水（NPIW; North Pacific Intermediate Water）：本州東方において、黒潮系の海水

と親潮系の海水が混合することで形成される中層塩分極小で特徴付けられる水。137 度定線におい

ては、20°～30°N の 800m 深を中心に塩分 34.0 以下の領域がこれにあたる。 
 
気候変動 

ある地点や地域の気候が変わること。ある時間規模から見て一方向に変化することを「気候変化」、

可逆な変化を「気候変動」として区別することもある。地球の気候システムの内部変動に起因する

数年規模の変動から、外部強制力による数万年以上の規模の変動までを含む。 
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ど）によるものは約 40％である（WMO, 2020）。これらは成層圏において主に太陽紫外線により分

解されて消滅する。 
ハロカーボン類：塩素、臭素等のハロゲン原子を含む炭素化合物の総称であり、その多くは強力

な温室効果ガスであり、人工的な生産により、その大気中濃度は 20 世紀後半以降急速に増加した。

その大気中濃度は二酸化炭素の 100 万分の 1 程度であるが、単位質量あたりの温室効果は二酸化炭

素の数千倍を超えるものもある。クロロフルオロカーボン類（CFC-11、CFC-12、CFC-113 など。

これを日本では一般に「フロン」と呼ぶ場合がある）、四塩化炭素、ハイドロクロロフルオロカーボ

ン類（HCFCs）、1,1,1-トリクロロエタン、塩化メチル、ハロン類、臭化メチルなどは、温室効果ガ

スであると同時にオゾン層破壊物質でもある。この他、ハイドロフルオロカーボン類（HFC-134a、
HFC-152a など。）などがある。 
モントリオール議定書：オゾン層を破壊するおそれのある物質を特定し、当該物質の生産や消費

の規制とそのスケジュールを規定するために 1987 年にカナダで採択され 1989 年に発効した国際

条約。我が国は 1988 年に締結した。採択後もオゾン層の破壊状況について各国で検討を行い、規

制措置の強化のための改正がなされた。正式名称は「オゾン層を破壊する物質に関するモントリオ

ール議定書」。 
ppm,ppb,ppt：対象物質がどの程度大気中に存在しているかを表す割合。ppm（parts per million）

は 10-6（乾燥空気中の分子 100 万個中に 1 個）、ppb（parts per billion）は 10-9（10 億個中に 1 個）、

ppt（parts per trillion）は 10-12（1 兆個中に 1 個）。  
 
海面水温の変動に関する用語 
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の 5 か月移動平均値が、6 か月以上続けて+0.5℃以上／−0.5℃以下となった場合をエルニーニョ／
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図 B は典型的なエルニーニョ現象及びラニーニャ現象が発生している時の太平洋における海面

水温の平年偏差の分布を示している。日付変更線（経度 180 度）の東から南米沿岸にかけての赤道

沿いで、赤あるいは青の色が濃く、海面水温の平年偏差が大きくなっている。 

 

 

 

 

 

 図 A エルニーニョ監視海域（NINO.3）の位置 
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極端現象 

気候的な平均状態から大きく離れた現象。異常気象は 30 年に 1 回以下の発生頻度の現象を指す

が、極端現象はこれより発生頻度が大きい現象も含む。台風のように年に複数回起こる現象でも気

象災害を起こしたり、社会経済に大きな影響を及ぼすことから、統計上の発生頻度に関わらず極端

現象と呼ぶ。 

 

黄砂 

中国大陸を発生源とする土壌粒子エーロゾルがもたらす現象。東アジアの砂漠域（ゴビ砂漠、タ

クラマカン砂漠など）や黄土地帯から吹き上げられた多量の砂じん（砂やちりなど）が、上空の強

い風によって東方へ輸送され、徐々に降下する現象。日本における黄砂現象は、春先から初夏にか

けて観測されることが多く、空が黄褐色に煙ることにより、一般にもよく知られた現象である。現

象が著しいときは、視程の悪化により交通機関へ影響を与える場合がある。 

 

人為起源 

ある現象の原因のうち、人間活動に帰せられるもの。気候変動の場合、気候システムの内部変動

等は自然起源であるのに対して、人間活動に伴う温室効果ガスやエーロゾル等の排出に起因する変

動について人為起源と呼ぶ。 

 

長期変化傾向 

年々の値から短周期の変動を取り除いた際の変化の方向、又はその量。10 年や 100 年あたりの変

化量として表すことが多い。 

 

平年値 
その地点での気候を表す値で、その時々の気象（気温、降水量、日照時間など）や天候（冷夏、

暖冬、少雨、多雨）を評価する基準として利用される。気象庁では、西暦年の 1 の位が 1 の年から

続く 30 年間の平均値をもって平年値とし、10 年ごとに更新している。現在は、1981～2010 年の

観測値による平年値を使用しているが、2021 年は平年値を更新する年にあたり、5 月 19 日より

1991～2020 年の観測値による新しい平年値を使用する。 
 
北極振動 
高緯度域と中緯度域における海面気圧が、シーソーのように一方が高いと一方が低くなる現象で

ある。北極地方の海面気圧が平年より高く、中緯度帯の気圧が平年より低い場合を「負の北極振動」

と呼び、北極地方から中緯度に向かって寒気が流れ込みやすくなる。逆に、北極地方の気圧が平年

より低く、中緯度帯の気圧が平年より高い場合を「正の北極振動」と呼び、中緯度への寒気の南下

が弱くなる。 
 
モンスーン 
季節風（季節的に交替する卓越風系）を意味し、広い意味では、この季節風に伴う雨の変化（雨

季・乾季）も含めてモンスーンと定義される。季節風が卓越する地域はモンスーン気候帯と呼ばれ、

アジア大陸からオーストラリア北部にかけては最も典型的なモンスーン気候帯である。 
 
これらのほか、用語については気象庁ホームページの予報用語一覧も参考のこと。 
（https://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/yougo_hp/mokuji.html） 
  

78



 

 

参考図 

 

 
参考図 1 世界の地域区分 

 

 

 

参考図 2 日本の地域区分 
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参考図 3 日本の地上気象観測所分布図 
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気候変動に関する情報リスト 

ジャンル 名称 
開始年 
報告頻度 

概要 

特定の現象
に関する見
解 

日本の異常気象の状況と要因 
https://www.data.jma.go.jp/gmd/cpd/long
fcst/extreme_japan/index.html 

平成 29（2017）年
より随時 

社会的に大きな影響をもたらした異常気象や
天候について、その特徴と要因をまとめたも
の。異常気象分析検討会の見解も掲載。 

 
世界の異常気象の状況と要因 
https://www.data.jma.go.jp/gmd/cpd/mon
itor/extreme_world/index.html 

平成 31（2019）年
より随時 

世界の異常気象の発生状況に関する情報や、
社会的に大きな影響をもたらした異常気象や
天候について特徴と要因をまとめたもの。 

 
災害をもたらした気象事例 
https://www.data.jma.go.jp/obd/stats/data
/bosai/report/index.html 

昭和 20（1945）年
より随時 

過去に発生した主な気象災害事例の詳細を掲
載。 

データ集 
温室効果ガス 
https://www.data.jma.go.jp/ghg/info_ghg.
html 

平成 21（2009）年
より随時 

大気中の二酸化炭素など温室効果ガス濃度の
観測結果やシミュレーションにより解析した
二酸化炭素の濃度分布などを掲載。 

 

二酸化炭素と海洋酸性化に関
する診断表、データ 
https://www.data.jma.go.jp/kaiyou/shinda
n/index_co2.html 

平成 17（2005）年
より随時 

海水中の二酸化炭素濃度や海洋の二酸化炭素
蓄積量などの長期変化傾向を掲載。 

 

大雨や猛暑日など（極端現象）
のこれまでの変化 
https://www.data.jma.go.jp/cpdinfo/extre
me/extreme_p.html 

平成 30（2018）年
より随時 

気象庁の観測データに基づく、大雨や猛暑日
など（極端現象）のこれまでの変化を掲載。 

 
気温・降水量の長期変化傾向 
https://www.data.jma.go.jp/cpdinfo/temp/
index.html 

平成 15（2003）年
より随時 

世界及び日本の気温や降水量の経年変化を掲
載。 

 
海洋の健康診断表定期診断表 
https://www.data.jma.go.jp/gmd/kaiyou/s
hindan/index.html 

平成 17（2005）年
より随時 

海水温、海流、波浪、潮汐などの要素に加え、
地球温暖化や海洋酸性化、海洋汚染など海洋
に関する環境について診断するとともに、今
後の見通しに関する情報や過去のデータを提
供するもの。 

観測・監視 

WMO 温室効果ガス年報の和
訳 
https://www.data.jma.go.jp/gmd/env/info/
wdcgg/wdcgg_bulletin.html 

平成 18（2006）年
より毎年 

世界気象機関（WMO）が発行する、世界の温
室効果ガスの状況の取りまとめを気象庁が和
訳したもの。掲載されている解析は気象庁が
行っている。 

 
気候変動監視レポート 
https://www.data.jma.go.jp/cpdinfo/monit
or/index.html 

平成 8（1996）年
より毎年 

その年までの地球環境・海洋の観測・監視情
報を、報道機関や政策決定者向けに横断的に
提供するもの。英語版を「Climate Change 

Monitoring Report」として提供している。 

 
海洋の健康診断表総合診断表 
https://www.data.jma.go.jp/gmd/kaiyou/s
hindan/sougou/index.html 

平成 18（2006）年
よりおよそ 10年

毎 

気候変動に加え、気候より短い時間スケール
の現象、海洋汚染、診断項目に関する過去文
献のレビューや海洋に関する基礎知識を提供
するもの。 

 
ヒートアイランド現象 
https://www.data.jma.go.jp/cpdinfo/index
_himr.html 

平成 16（2004）年
より毎年 

都市化の影響による気温上昇等について分析
したもの。 
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その他の 

報告書 

日本の気候変動2020 —大気と
陸・海洋に関する観測・予測評
価報告書— 
https://www.data.jma.go.jp/cpdinfo/ccj/in
dex.html 

令和 2（2020）年 

日本及びその周辺における大気中の温室効果
ガスの状況や、気温や降水、海面水温などの
現在までに観測されている変化と将来予測さ
れる変化をまとめたもの。 

 気候変動影響評価報告書 
http://www.env.go.jp/earth/tekiou.html 

令和 2（2020）年
より 5年毎 

環境省が取りまとめて公表した報告書。「総
説」は気候変動適応法（平成 30 年法律第 50

号）に基づくもので、各分野における気候変
動の影響や、気温や降水量などの観測事実と
将来予測、影響の評価に関する今後の課題や
現在の政府の取組がまとめられている。 

 

気候変動の観測・予測及び影響
評価統合レポート2018 ～日本
の気候変動とその影響～ 
https://www.env.go.jp/earth/ondanka/kno
wledge.html 

平成 30（2018）年 

日本を対象とした気候変動の観測・予測・影
響評価に関する知見を掲載。環境省・文部科
学省・農林水産省・国土交通省・気象庁が共
同で作成。 
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